






平成 1７年２月 15 日 

日本海外コンサルタンツ㈱ 

 

カンボディア国「国道 1号線（プノンペン～ネアックルン区間）改修計画」 

予備調査Ⅱ（第二次環境社会配慮支援調査） 

第 1 次現地調査結果中間報告 

 

１．現地調査期間 

平成 17 年 1 月 23 日（日）～2月 16 日（水）（25 日間） 

 

２. 日程 

日付 作業概要

1月 23 日（日） 成田発プノンペン着 1845 

1 月 24 日（月） MPWT・IRC 表敬、JICA 事務所打合せ 

1 月 25 日（火） IRC 打合せ、MPWT（Dr.Bunna）打合せ 

1 月 26 日（水） MOWRAM 専門家打合せ、IRC 打合せ 

1 月 27 日（木） ミニッツ調印 

1 月 28 日（金） ADB、NGO および外部モニタリング機関、林総括帰国 

1 月 29 日（土） C2 区間視察 

1 月 30 日（日） 資料整理 

1 月 31 日（月） 地区事務所の確認（3地区）視察 

2 月 1 日（火） Kandal City Hall 視察・打合せ 

MPWT ｿｰﾘｬ氏打合せ（他ドナーの環境配慮状況確認） 

DMS チーム長（ｺﾝｿﾌｫｰﾙ氏）打合せ 

2 月 2 日（水） 

 

IRC(ﾀﾞﾗﾓﾆｰ氏)打合せ 

河川局 Mr.Mao 氏打合せ 

ADB 田中氏打合せ 

2 月 3 日（木） 開口部ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰﾐｰﾃｨﾝｸﾞ km23.9 

2 月 4 日（金） 開口部ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰﾐｰﾃｨﾝｸﾞ km42 

2 月 5 日（土） 資料整理 

2 月 6 日（日） 環境局打合せ 

2 月 7 日（月） 外部モニタリング機関打合せ 

2 月 8 日（火） MOWRAM ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰﾐｰﾃｨﾝｸﾞ（Kien Svay 地区事務所） 

MPWT （ｿﾋﾞﾁｬｰﾉ氏）打合せ 

2 月 9 日（水） 統計局資料収集 

JICA 打合せ 

2 月 10 日（木） MPWT の SEU（Social and Environment Unit）Mr. Sokong 氏打合
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日付 作業概要

せ 

2 月 11 日（金） IRC 打合せ 

2 月 12 日（土） 資料整理 

2 月 13 日（日） 資料整理 

2 月 14 日（月） IRC 打合せ、WB 打合せ 

2 月 15 日（火） JICA 事務所報告 

日本大使館報告 

IRC 打合せ 

2025：プノンペン発（TG699） 

2130：バンコク着 

2340：バンコク発（TG642） 

2 月 16 日（水） 0730 成田着 

 

コンサルタント団員の滞在期間 

No. Name Job Title Occupation Period 

1 小林 良明 環境社会配慮Ⅰ（住民移転計
画策定支援） 

4 庄司 岳雄 環境社会配慮Ⅱ（移転手続き
モニタリング） 

日本海外コ
ンサルタン
ツ㈱ 

23rd  January - 
16th February 

 

なお上記日程表中に点線で囲んだ部分の JICA 団員の調査活動（1 月 23 日～１月

２8日）結果については、林総括の中間報告書(１月 28 日付け)を別途参照された

い。 
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３ 第 1 次現地調査結果の概要 

 

2003 年に第一次予備調査を実施して以来 1年以上が経過したが、住民影響問題

に関してｶﾝﾎﾞｼﾞｱ側はできる限りの対応をしているという印象を受けている。こ

れは実施部隊の MPWT スタッフの努力に負うところ大と思われる。以下今回の調

査結果について概略する。 

 

3.1 Schedules and Milestone (工程の確認) 

PhaseⅡ区間の DMS、補償価格見直し、苦情処理委員会 GC の設置および移転地

確保のスケジュールの叩き台をIRCが検討する一助として2月2日に提出した(添

付資料１)。 

 

3.2 PhaseⅡの DMS 予定 

 PhaseⅡの予定は添付資料１に示したが、10 月 31 日がデッドラインである。10

月 31 日を達成するためには早急に DMS を開始し、さらにチーム数を増加するな

ど対策を行わない限り難しい。IRC は 2 月 14 日会議で 10 月 31 日のターゲットを

1ヶ月伸ばすことさえ提案してきた。 

 

3.3 ２０００年２月発表の補償価格表（MEF 発行）について 

IRC は Review 作業をして２００５年８月までに JICA にその検討結果を返答す

ることになっている。この価格表については ADB も２月中に出す Audit Report

で提案があると ADB カンボジア事務所の説明があった。なお、この価格表は ROW

内の物件に払うものではなく、バイパスのような ROW 外の新規土地購入に際して

発生する物件に対して払うものであると解釈するスタッフがMPWT内上部にいた。

念のためにそのタイトルのクメール語の翻訳を確認したところ、“List of 

Affected Properties”と書いてあるとの事である。しかし、本プロジェクトで

はこの価格表を適用することに決まっている。このように、MPWT のスタッフの共

通認識が欠けていることを感じた。 

一方、2 月 14 日会議ではｶﾝﾎﾞｼﾞｱ側は ADB に 2004 年 11 月に既に改定案を提出

しその回答待ちであることを突然表明した。その回答が出ればカ側として最終決

定案を作り ADB に伝えること、ただしその時期は不明であるとのことである。こ

の事実関係を早急に確認するためにADB本部の担当者とコンタクトする予定であ

る。なお、上記改定案のコピ-を IRC の ADB 担当者に依頼済みで入手することに

なっている。 

 

3.4 苦情処理委員会 Grievance Committee(GC)の設置 

本来は DMS開始時はすでに設置されているべき GCがまだ設置されていな

いことに関して、2月 11 日(金)に IRC との会議を開き、次の JICA 案（添付
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資料 2-1）を提示した： 

 
1) Members of Grievance Committee (GC) 
① Provincial Governor(or his deputy) as a chairman of the 

committee（州知事（あるいは副知事）：議長） 
② Commune head(s) in relevant （コミューン長） 
③ Village Elder of commune in relevant（コミューン／村の長老） 
④ Staff of MEF (not of IRC but of Property Valuation Committee 

or so)（中央政府経済財務省スタッフ（IRC メンバーではなく価格
評価委員会メンバーなど） 
⑤ Representative of External Monitoring Consultant (EMC) （第
三者（例：外部モニタリングコンサル）） 

In addition,  
・ Secretary of Committee (from Governor’s Office) 
・ Technical observer/advisor from Provincial DPWT 
 

  注）MPWT、IRC、PAPs、住民サイドに立つ NGOは苦情処理委員
会で決定権を有するメンバーとしては不適格と考える。なお、

決定権のないオブザーバーとしては MPWT など事業の説明役
として、また事務局として知事スタッフが必要。 

 
2) Public Announcement 

To let the public acknowledged officially, Notice of the member 
names of GC shall be put on board at 5 commune offices for 2 
weeks and/or longer with some explanation. 

   
それに対して、IRC は 2004 年 11 月に公布した ADB 灌漑プロジェクトの例

(詳細は添付資料 2-2)をベースにして下記の実施案を 2月 14 日提示した： 

 

① Mr. Deputy Governor of Province（Chairman） 

② Mr. Chief of Department of Public Works and Transport 

③ Mr. Chief of Department of Water Resources and Meteorology 

④ Mr. Chief of Department of Land Management 

⑤ Mr. Chief of Department of Economy and Finance 

⑥ Mr. Governors of Relevant District(s) 

⑦ Mr. Chief of Relevant Commune(s) and Village(s) 

⑧ Village Elder(s)  
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JICA 案との最大の相違点はプロジェクト執行の当事者である DPWT（公共

事業運輸部）をメンバーに入れる点であった。この点に対しては強く再考

を促した。それに対して IRC は a) Governor of Province は、Provincial 

Resettlement Sub-Committee の Chairman であり、JICA 提案では当事者に

なるので矛盾する。b)各省庁の Provincial Chief たちも絶対にメンバーに

加わるべきだと主張した。そして最後に「IRC 議長からの指示として、今

後はドナーに関わらずメンバー構成を統一しようと考えており、この IRC

案を標準としたい。どうしても DPWT の排除を望むならば文書にして提出し

て欲しい」と要求した。JICA の了解を得れば直ちに選定と通知の作業に入

る予定とのことである。なお、参考のために他ドナー・他国のプロジェク

トの委員構成例を添付資料 3－1に示す。 

GC の設置場所として IRC は NR-2 沿いのカンダール州事務所を提案して

きたが、ネクルーンの住民が 60km 近く離れた、かつ入場に際して厳しく吟

味される州事務所が唯一の GC 設置場所としては必ずしも適切とは思えな

い。PAPs がアクセスすることが比較的簡単な各地区事務所に GC を設置す

ると同時に、各コミューンからも苦情を吸い上げるシステムも併置すべき

と提案する（添付資料 3-2）。 

 

3.5 移転用地取得状況 

現在１４１軒の移転用地取得が必要とされている。IRC は３箇所に分散し

た候補地に対して交渉中で、すでに手付金 Deposit を用意して契約の最終

段階にあるとの説明である。しかし、場所などの詳細説明はなかった。い

ずれにしても３月末まで完了するとの確約があった(2 月 11 日)。 

なお、１号線 ADB の C2 区間の移転地(添付資料 4-1)以外で、過去の道路

プロジェクトでの移転地の例を探した結果、ADB５・６号線のケースがある

ことが判明して造成地および付属施設の入札用図面を入手し、IRC に参考と

して提出した（添付資料 4-2）。 

 

3.6 新規開口部ステークホルダーミーティングについて 

計４箇所での会合は、①道から離れた農家の庭先の大きな木下、PAPｓ参

加者数２５人（女１３＋男１２）、②道路脇のオープンな小屋、PAPｓ参加者

数２１人（女１３＋男８）、③道路路肩の木の下のスペース、PAPｓ参加者数

１３人(女４＋男９)、④寺院の庭の大きな木下、PAPｓ参加者数１８人(女８

＋男１０)、といずれも小規模に開催。説明及び質疑応答もマイクの必要も

なく面前にて活発に行われており、PAPｓには自由に発言機会があった。女

性の参加も多く、①及び④ではむしろ女性の発言が大変活発であった。今後

行われる PhaseⅡ区間の会合の開催において、規模及び場所の選択プラン作

成に大いに参考にすべきと考える。 
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3.7 NGO Forum との会議 

   １月２８日、NGO Forum との会議を行った。NGO 側の主な主張は①PAPs へ

の説明用に航空写真／衛星写真を使うこと、②GC の設立とメンバー構成につ

いてであった。 

①については、写真の縮尺と精度は DMS の実測に勝るものではないとの説

明にそれ以上の要求はなかった。②については、文書にして出して欲しいと

の要望に対して１週間後に出すと返事をした（２月７日付けで文書の回答が

あった。添付資料 5） 

なお、席上で彼らから次のような発言もあった；These can be gradually 

improved as they can not be done everything from beginning.(添付資料

6) 

 

 

3.8 DMS 外部モニター 

2005 年 2 月 8 日付け Fact Finding Survey Report によると、DMS は概ね適

切に行われたようであるが、説明をよく理解してない住民の存在、不適切な

言動、WG の補償費算定ミスの問題があったことから、PhaseⅡ区間の実施に

際しては以下の対策を採ることが考えられる(添付資料 7)。 

1. 小規模で数多くの PIM（ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ｲﾝﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ･ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ）の開催 

2. 住民への補償内容の概略を記したパンフレットの配布 

3. 説明について理解、WG メンバーの不適切な発言の有無・補償額の提示の

確認等を盛り込んだ念書を取ること 

4. WG の事前訓練の実施、名札表示、自己紹介、Do & Do Not の徹底等 

5. 十分な DMS の時間・予算の配分 

 

3.9 PhaseI 工区の合意取得状況（2005 年 1 月 24 日現在） 

 

PhaseI 工区の合意取得状況を下表に示す。        

 件数 理由 
総記録数 1,653  
合意 1,402  
不合意 11 土地の補償の問題：8件（全てが新開口部の ROW 外の土地問題、

いわば私有地への補償の問題） 
フェンス・果樹：3件（影響の及びないはずの家屋に対する補償
をも、撤去される果樹・フェンスへの補償に上乗せするように
主張するケースが 1件、DMS後に新築したフェンスの補償を主張
するケースが１件および1月 24日以降に解決したがパゴダのフ
ェンスへの補償問題が 1件） 

補償対象外 218 屋台・スタンドなど簡単に移動可能 
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N0.1 橋工事
迂回路 

22 住民説明完了 

不同意の内容は、居住用家屋等直接生活に関係するものはない。 

 

3.10 他のドナーの動向 

１） ADB  

他のドナーの中ではもっとも Active に援助しまた関与している。 

―ADB の環境社会配慮に関する基本的方針は、２００２年に GMS Road 

Improvement プロジェクトの外国コンサルタンツが作成し正式に RGC・ADB 双

方が承認したRAPに基づくことになっている。そのRAPの最大のポイントは、

ROW内で PAPsが使用する土地に関しては代替地供与または金銭補償をする内

容となっている。しかし、NGO の指摘によりその方針が実施されていないこ

とに気づいた ADB 本部はミッションを送りこみ、交渉を行ってきた模様であ

る。２００４年３月に、MEF は ROW 内の土地は補償一切しないとした独自の

RAP を作成して正式に ADB に提案したが、ADB は２００２年の原則に戻ること

を要求して拒否したとのことである。添付資料 8 に 2002 年と 2004 年の補償

内容の違いを示す。 

なお、ADB は従来はプロジェクト管理を現地事務所に任せきりで来た事が

問題を起こしたと反省し、マニラ本部が今後はもっと積極的に関与するとの

ことである(添付資料 9)。 

―ADBは GMS プロジェクトの一部として MPWT 管轄の組織改革を実施すること

とし、２００４年１０月に MPWT 計画部の下に、常設機関として新たに社会環

境 Unit（SEU）をつくり専任のスタッフ６人により活動を開始させた。この

TOR(添付資料 10)を読むと、当面は GMS プロジェクトのタイ国境付近の５・

６号線プロジェクトの住民移転問題を処理させるようであるが、近い将来か

ら MPWT プロジェクトの全ての社会・環境問題の担当をさせるようだ。新設し

た SEU は社会開発・住民移転課と環境課に分け、社会開発・住民移転課には

HIV/AIDS 係を置くとしている。また TOR よれば、SEU はかなりの権限を有す

ることになるが、業務の一部として 

“Ⅰ-5-iv) Management of compensation, relocation, and compensation in 

coorperation with IRC and MEF”との記載がある。このTORには“IRC・MEF”

の名前が記載されているのはこの一ヶ所のみである。同時に“Resettlement 

Working Groups in PDPWT”とWGを位置付けている。 

もしこの SEU が上手く機能すれば、MPWT 内での社会環境問題は共通の方針

のもとに対処されると考えられ大いに期待される。 

―ADB プロジェクトでは、長い区間に渡る道路案件では未合意・立ち退き未

完了区間があっても DMS が完了していればその箇所を残したままで工事に着

工することが容認されている。 
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２） 世銀 

以下は世銀ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ事務所駐在員の認識である： 

世銀は、環境社会配慮では ADB と共通の厳しいポリシーを有するが、つい

最近まではそのポリシーを実際にフルに適用していたわけではない（例えば

ROW 内の土地の補償は相手国政府の見解に任せていた）。しかし今後は厳格に

適用させる（例えば ROW 内外を問わず収用する土地代の市場価格補償）こと

にし、かつ少なくとも住民移転問題が片付くまでは融資しない。例えば 3 号

線は住民への補償費支払いが遅延していていたために融資を中断していたが

今、その問題が片付いたので支払いを認めた。また世銀の道路プロジェクト

では、今まで NGO からクレイムされたことはないと認識している。 

今後JICA・ADBと情報を共有し、歩調をあわせ共通のポリシーで妥協無く望

みたい。 

 

３） タイ、中国、韓国 

常駐の事務所ないしスタッフはいない。援助にあたっては環境社会配慮に

ついての条件は一切ないとの MPWT 担当者の説明があった。 

 

3.11 今後の予定 

コンサルタント団員は帰国後第一次現地調査報告書を作成する。第 2次現地調

査において一次現地結果の報告と今後の DMS の提言等をおこなう。 

 

添付資料 

１． Schedules and Milestone(Draft)  

2-1 Letter to IRC from ESC Study Team dated of 14 February 2005 

2-2 州令（No.047 D.K） 

3-1 各プロジェクトの苦情処理機関 

3-2 各地区事務所調査報告 

4-1 C-2 区間の住民移転地 

4-2 5,6 号線住民移転地図面 

5.  NGO からの GC に関する提言書 

6. NGO Forum 打合せメモ 

7. FFS 報告書に基づく問題点と対策(案) 

8. ADB・GMS プロジェクトの補償費の比較（2002 年と 2004 年） 

9. ADB マニラ本部担当官との打合せメモ 

10. TOR for Capacity Building in MPWT SEU and Provincial Structures 
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添付資料１ 
Japan Overseas Consultants Co.,Ltd. 

Revised on 15 February 2005 
02 February 2005 

The Preparatory Study Ⅱon the Confirmation of Environmental 
and Social Considerations for Improvement of National Road No.1 
(Phnom Penh-Neak Loeung Section) 
 

Schedules and Milestone (Draft) 
 
1. DMS for Phase II Section 
 
February    Referring Draft Drawings of JICA Study for Scheduling and 

Budgeting purpose only   
March__  Receiving Final Drawings from JICA officially 
March___  Application of Budget for DMS to MEF 
March___  Approval of Budget by MEF  
March___   Printing of Leaflets for PAPs  

*JICA to contract External Monitor 
March___   Public Consultation Meetings   

*JICA External Monitoring 
April 15 Commencing Demarcation, DMS and Negotiation : 5 months 
                            *JICA External Monitoring 
July 15  Completion of DMS in field 
October 15 Completion of All Negotiation obtaining Agreement from All 

PAPs in principal 
October 15 Completion of Agreement of Acquisition of Lands for 

Relocation Sites  
October 15 Approval of RGC on Negotiation Results 
October 31  Official Notice to JICA on Completion in obtaining PAPS 

Agreement 
 
2. Review of the Present Compensation Price List of February 2000 
 
November 2004  Submission of Proposal from RGC to ADB 
February___   Receiving ADB Review Report on the Analysis, or 
____________ Receiving ADB answer  
____________  Commencement of Analysis of ADB Answer by ADB Division 

IRC  
____________  Approval of Minister of MEF 
____________ Sending RGC’s final proposal to ADB 
____________ Agreement of ADB 
 
August 31    Official report to JICA on reviewing results on Compensation 

Price List 
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添付資料１ 
Japan Overseas Consultants Co.,Ltd. 

3. Organizing Grievance Committee (GC) 
 
February 7    Receiving a Proposal on Member Formation from NGO Forum 
February___   Selection of GC Members 
February___  Official Publication of GC Members and Function by Gazettes  
 
4. Construction of Relocation Sites 
 
Mid. March Completion of Agreement of Acquisition of All Relocation Sites 
Late March Start of Land Formation Work 
____________ Completion of Land Formation Work 
____________ Completion of Construction of All Facilities Required for 

Starting of PAPs’ Relocation 
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カンボジア国国道 1号線（ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ-ﾈｱｯｸﾙﾝ区間）改修計画予備調査Ⅱ       添付資料 3-2 
（第二次環境社会配慮支援調査） 
日本海外コンサルタンツ㈱ 

打合せメモ 
議題： 地区事務所（District Governor’s Office）の機能 
日時： 2005年 1月 31日～2月 1日 
場所： キンスベイ、ルックダイ、ミンチェイ地区事務所およびカンダール州事務所 
出席者：事務所関係者、小林、庄司、通訳 
打合せ内容 
（Kien Svey地区事務所の総合事務長） 
・ コキ市場の手前 13.6km道路右側に位置する。 
・ プロジェクト対象地として 1 号線沿い 3.3km の地点から 46.7km の間（共に表示板あ
り）の 7コミューン 24村を統括する。 

・ 直接住民から、および村長を通しての住民からの苦情受付処理あるいは上部へまわす。 
（交通費情報） 
・ 23.9km からコキ市場(13.7km)までの距離 10km の片道交通費は 1,000Riel（リアカー
バイク）～5,000Riel（タクシー） 

・ ネクルーン(56km)からコキ市場までの距離 42kmの片道交通費は 4,000Riel 
(Leuk Daek地区事務所） 
・ 正式な事務所は 1号線 53.9km地点から分岐する未舗装道路を 12km南下した地点に位
置する。 

・ プロジェクト対象地として 1号線沿いでは 46.7kmから終点までのカンポンプノンコミ
ューンのみを統括する。 

・ 事務所はルックダイ地区の中央に位置するがため不便であり、1号線 53.9kmから道路
沿い南方 500ｍの地点のＣＰＰ事務所で実務が行われているとのことである。 

(カンダール州事務所土地登記部) 
・ タクマウにあり。入場時に守衛が IDの提示およびノートへの記入を求めてくる。登記
部のアドミの人と面会し以下の情報入手： 

・ 土地紛争を担当。No titleの人が当部署へ来る。正式な Land titleを持っている人は直
接裁判所へいく。 

・ 紛争は通常 Commune→District →Provinceと上げられてくる。 
・ GRCは当州事務所内には設置されてないと思う。 
（Mean Chey地区事務所） 
・ プロジェクト対象地として 1号線沿い 0.3kmから 3.3kmの間のコミューンを統括する。 
・ 0.3km地点を 100ｍ南下した地点に位置する。 
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カンボジア国国道 1号線（ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ-ﾈｱｯｸﾙﾝ区間）改修計画予備調査Ⅱ       添付資料 3-2 
（第二次環境社会配慮支援調査） 
日本海外コンサルタンツ㈱ 

  
Kien Svey地区事務所(入りやすい雰囲気ではある) 

 

  
Leuk Daek 地区事務所（1号線から枝線 12km南方に位置し普段は使われていない） 

 

  
Leuk Daek 地区事務所長が普段使っている建物（国道 1号線のすぐ近くである） 
 

2/3 
16 / 44 ページ 付属資料１



カンボジア国国道 1号線（ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ-ﾈｱｯｸﾙﾝ区間）改修計画予備調査Ⅱ       添付資料 3-2 
（第二次環境社会配慮支援調査） 
日本海外コンサルタンツ㈱ 

  
Kandal州事務所（左）と土地登記部(右)（気安くは入れない雰囲気である） 

 
Mean Chey地区事務所 
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カンボジア国国道 1号線（ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ-ﾈｱｯｸﾙﾝ区間）改修計画予備調査Ⅱ         添付資料６ 
（第二次環境社会配慮支援調査） 
日本海外コンサルタンツ㈱ 

打合せメモ 
議題：NGO表敬  
日時： 2005年１月 2８日 
場所： NGOフォーラム 
出席者：Ms Kol, カトリー氏、他 
林団長、小野氏、玉懸氏、ナン氏、福間氏、小林、庄司 
打合せ内容 
（林団長） 
・ BDの簡単なプレゼンテーション 
・ カンボジア政府もわれわれの提言を受け入れ、環境社会配慮の努力をおこなっており少

しずつ実がなりつつある。 
（カトリー氏） 
・ 了解した。なにごとも一気に進むことは不可能であることは承知している。少しずつ改

善していく方向でよい。 
・ 住民移転の実施に当たってはコミュニティの参加、外部モニタリングの実施および透明

性を確保してほしい 
・ DMSに PAPｓは多くの人や警官に囲まれると不安になってしまう。配慮してほしい。 
・ DMS時に航空写真を利用して PAPｓの資産等を説明しほしい 
（小林） 
・ 航空写真は精度が悪く資産の表示・説明には不適である。 
（カトリー氏） 
・ 了解した。航空写真はプロジェクトの概要説明時に使うことを提案する。 
（林団長） 
・ 住民も政府をむやみに恐れないよう NGOからも教育してほしい。 
・ 苦情を政府に提出するときは JICAにもそのｺﾋﾟｰを下さい。 
 
後日送付されたGRCに関するNGOからの提案書(添付)の概要 
・ 苦情提起の PAPｓ、JICA、IRC、NGOの GCへの関与 
・ プロジェクト終了時に PAPｓの生活・生計レベルの回復確認の審査他、 
・ 住民移転・苦情処理のトレーニング 
・ GCの連絡先（担当者名）の公示 
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ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ国国道 1号線（プノンペンーネアックルン区間）改修計画      添付資料 7 
予備調査Ⅱ（第二次環境社会配慮支援調査） 
日本海外コンサルタンツ㈱ 

Factual Finding Survey Report（2005年 2月 8日ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ）に基づく PIC・DMS
時の問題点と対策(案) 
 
Factual Finding Survey 
・ スタートが遅れ SBK が DMS のモニターできなかった PAPｓ840 世帯について DMS
中不具合がないか聞き取り調査を 2004年 11月 21日～12月 5日の間実施。 

・ 約 2％の世帯がﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを知らなかった 
→少人数（20～30人）の PICをこまめに開く 

・ 地元の役人と警官以外はメンバーは誰か識別できない。 
→識別カードを首からぶら下げる 

・ 5％の世帯が補償内容について（スリップを見るまで）知らされていなかったし、質問
もしなかった。９％が補償ポリシーの詳細な説明を受けなかった。 
→“理解しました”と一筆取ることも検討すべき 

・ 32％（274世帯）の住民が補償額の変更をWGに申し立てている。 
→住民は必ずしも遠慮がちな人ばかりではない。WGへの申し立ては簡単で現実的な苦
情申し立てと考える。ここで解決できなければ GCあるいは最終的には法廷で争うこと
になる。 

・ 13世帯が単価の勘違い・測量ミス、残地(建物)・祭壇（もとの補償対象項目に入ってい
ない）の問題等で増額が認められた。執拗な要求のために理由も確定せず増額した例も

報告されている。 
→申し立てがない世帯に対してもミスがないか再チェックが必要かもしれない。 

・ 10％が、合意しない場合の脅しとも取れる不愉快な警告を受けた。 
→誤解を与える言動は軽い冗談でも慎むよう訓練が必要である。あるいはそれを監視・

確認することも引き続き必要。 
・ 24％のブルースリップの金額記入漏れ 
→WGの訓練・および確認書（十分な説明・金額の入ったスリップ etcを受けたの確認）
の取り交わし 

・ PRW 外に移動するか完全移転にするか好きなオプションを選べるという説明が理解し

てない世帯が 24％あった。 
→補償項目・ポリシーは文章で配布すべき。 

 
(FFS以降の DMSに対する)外部モニタリング報告書 
・ まだ提出されていない。 
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添付資料８ 
 

RAP for GMS Road Improvement Project, August 2002 
表 2002年 RAPの補償費 

 

土地（農地）
に対して補
償を定めて
いる 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1／2 
31 / 44 ページ 付属資料１



添付資料８ 
 

 RAP for GMS Road Improvement Project, March 2004  
表 2004年 RAPの補償費 

 

 

土地（農地）
に対する補
償が消えた 
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カンボジア国国道 1号線（ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ-ﾈｱｯｸﾙﾝ区間）改修計画予備調査Ⅱ        添付資料 9 
（第二次環境社会配慮支援調査） 
日本海外コンサルタンツ㈱ 

打合せメモ 
議題：苦情処理  
日時： 2005年 2月 2日 17:00 
場所： ダイヤモンドホテル 
出席者：Mr. Yasushi Tanaka, Transport Specialist, Infrastructure Division, Mekong 
Department、ADB 、福間氏、小林、庄司 
打合せ内容 
（田中氏の認識は以下のとおり） 
・ WBは住民補償費の一部をローンに含める場合もあるが、ADBは含めない。 
・ ADB加盟の条件として ADBポリシーとその国の法律と食い違う場合 ADBポリシーを
を優先させることが義務付けられている。 

・ Co-financeの場合ドナーが違っても ADBポリシーを適用させる。 
・ ADB ポリシーは（収用物件に対して）正式な文書がない人に対してもそれが補償の妨
げになってはいけないとしている 

・ ADB はカンボジア政府に過去の住民移転問題の再調査・再補償を働きかけているが無
視され続けている 

・ あるプロジェクトの住民移転問題の審査は今からおこなう。ローンの停止も検討中であ

る。実際、別プロジェクトで契約承認のサインをしていない。 
・ 移転反対住民のいる場所を除いてセクション切でプロジェクトを進めるのは構わない。

居座る人を無理やりどかしてはいけない 
・ カンボジア政府は COI(工事影響範囲＝ROW 内でかつ ROW より狭い範囲)内は補償し
ないと言い張っている。 

・ 住民の合意を得るために BD 時に正確な工事範囲の図面を作る必要がある。あるいは
DDを 2つのステージに分ける必要がある。 

・ JICAは Lump Sum方式であるが ADBは BQ方式であるために工事の変更が容易であ
る。 

・ 過去の住民移転問題では ADBは職員が現場に滞在する期間も数日－１週間と限られる
（政府に雇われた）コンサルタントの嘘の報告書を真に受け続け対応を怠っていた。恥

ずかしい限りである。今後 JICA のように直接雇うことにする。NGO の情報も重要で
ある。 

・ これまでの経過と今回のミッションに関する Audit Reportを早急に提出する予定であ
る。 
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